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イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項 
 

  
 

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表
（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで） 

 
 

 

 

 

 

 
ヤマハ発動機株式会社 

 

 

 
 

｢連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法

令及び定款第19条の規定に基づき、当社ウェブサイト（http://www.yamaha-

motor.co.jp）に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。 
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連 結 注 記 表

  
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
 (1) 連結の範囲に関する事項 

  ① 連結子会社の数 104社 

  ② 主要な連結子会社の名称 

ヤマハ発動機販売株式会社、ヤマハモーターパワープロダクツ株式会社、 

Yamaha Motor Corporation, U.S.A.、Yamaha Motor Manufacturing Corporation of America、 

Yamaha Motor Europe N.V.、MBK Industrie、PT.Yamaha Indonesia Motor Manufacturing、 

Thai Yamaha Motor Co.,Ltd.、Yamaha Motor Vietnam Co.,Ltd.、台湾山葉機車工業股份有限公司、 

Yamaha Motor do Brasil Ltda.  

  ③ 主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由 

HL Yamaha Motor Research Centre Sdn.Bhd.などの非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金等を考慮した場合、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除いています。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及びこれらのうち、主要な会社等の名称 

持分法適用子会社の数   ７社 HL Yamaha Motor Research Centre Sdn.Bhd. 他６社 

持分法適用関連会社の数  26社 重慶建設・雅馬哈摩托車有限公司 他25社 

  ② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称並びに持分法を適用しない理由 

PT. Melco Indonesiaなどの非連結子会社４社及びワイスクエアマリン製造株式会社などの関連会社２社

については、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、原価法によっています。 

 (3) 会計処理基準に関する事項 

  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   (イ)有価証券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しています｡） 

      時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

   (ロ)デリバティブ 

     時価法 

   (ハ)たな卸資産 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

しています｡） 
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  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   (イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

     主として定率法 

   (ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用していま

す。 

   (ハ)リース資産 

     所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法を採用しています。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

  ③ 重要な引当金の計上基準 

   (イ)貸倒引当金 

売掛金、貸付金その他これらに準ずる債権を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

   (ロ)賞与引当金 

使用人及び使用人兼務取締役に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

   (ハ)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

   (ニ)製品保証引当金 

販売済製品の保証期間中のアフターサービス費用、その他販売済製品の品質問題に対処する費用に充てる

ため、発生額を個別に見積ることができる費用については当該費用を、その他については、保証期間に基

づいて売上高に経験率（アフターサービス費用／売上高）を乗じて計算した額を計上しています。 

   (ホ)退職給付引当金 

使用人の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。 

過去勤務債務については、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）に

よる定額法により費用処理しています。 

数理計算上の差異については、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10

年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理しています。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、｢『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その３)｣（企業会計基準第19号 

平成20年７月31日）を適用しています。 

当該変更が当連結会計年度の損益に与える影響はありません。 

   (ヘ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しています。 
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   (ト)製造物賠償責任引当金 

製造物賠償責任保険で補填されない損害賠償金の支払に備えるため、過去の実績を基礎に支払見積額を計

上しています。 

   (チ)二輪車リサイクル引当金 

二輪車のリサイクル費用に充てるため、販売実績に基づいてリサイクル費用見込額を計上しています。 

  ④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

   (イ)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

   (ロ)連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しています。 

   (ハ)のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんは、その発生の都度、実質的判断による見積り年数で、定額法により償却しています。 

 (4) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。 

 

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更に関する注記 
 (1) 連結の範囲の変更 

当連結会計年度よりYamaha Motor Sanayi ve Ticaret Limited Sirketiは重要性が高まったため、連結の範囲

に含めました。従来連結の範囲に含めていた株式会社ティー・シー、ヤマハボーティングシステム株式会社及

びヤマハボーティングクリエイト株式会社は清算により、TYM Marketing Co., Ltd.は当社が保有していた株

式をすべて売却したことにより連結の範囲から除外しました。 

 (2) 会計処理の原則及び手続きの変更 

｢企業結合に関する会計基準」等の適用 

｢企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)､「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)､「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計

基準第23号 平成20年12月26日)､「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年12月26

日)、｢持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用

しています。 

 (3) 表示方法の変更 

（連結貸借対照表） 

① 前連結会計年度まで区分掲記していました流動資産の「繰延税金資産」(当連結会計年度末の残高は3,669百

万円）は、資産の総額の100分の１以下となったため、流動資産の「その他」に含めて表示しています。 

② 前連結会計年度まで区分掲記していました投資その他の資産の「繰延税金資産」(当連結会計年度末の残高

は3,797百万円）は、資産の総額の100分の１以下となったため、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しています。 

③ 前連結会計年度まで区分掲記していました流動負債の「未払金」(当連結会計年度末の残高は34,334百万

円）は、負債及び純資産の合計額の100分の５以下となったため、流動負債の「その他」に含めて表示して

います。 
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④ 前連結会計年度まで区分掲記していました固定負債の「役員退職慰労引当金」(当連結会計年度末の残高は

76百万円）は、負債及び純資産の合計額の100分の１以下となったため、固定負債の「その他の引当金」に

含めて表示しています。 

⑤ 前連結会計年度まで区分掲記していました固定負債の「二輪車リサイクル引当金」(当連結会計年度末の残

高は1,228百万円）は、負債及び純資産の合計額の100分の１以下となったため、固定負債の「その他の引当

金」に含めて表示しています。 

（連結損益計算書） 

① 前連結会計年度まで区分掲記していました営業外費用の「早期退職制度費用」(当連結会計年度は11百万

円）は、営業外費用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示していま

す。 

② 前連結会計年度まで区分掲記していました「法人税等還付税額」(当連結会計年度は△628百万円）は、金額

的重要性が乏しくなったため､「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 515,876百万円

 
 (2) 担保資産 

   担保に供している資産は次のとおりです。 

受取手形及び売掛金 61,144百万円

商品及び製品 648 

仕掛品 783 

原材料及び貯蔵品 3,473 

流動資産のその他 9,842 

建物及び構築物 166 

機械装置及び運搬具 9,229 

土地 44 

建設仮勘定 295 

有形固定資産のその他 309 

投資有価証券 38 

長期貸付金 21,276 

投資その他の資産のその他 2,486 

合 計 109,739 
 
   担保付債務は次のとおりです。 

短期借入金 10,656百万円

長期借入金 26,752 

固定負債のその他 1,233 

合 計 38,643 
 
(3) 受取手形割引高 1,765百万円
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 (4) 保証債務 

   下記の会社の金融機関借入金に関して保証等を行っています。 

〔関係会社〕 

あまがさき健康の森株式会社 293百万円

〔その他〕  

株式会社エンルムマリーナ室蘭 57 

株式会社マリーナ河芸 15 

合 計 365 

   上記の金額には保証類似行為によるものが308百万円含まれています。 
 
 (5) 土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。 

  ① 再評価実施日     平成12年３月31日 

  ② 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算定した価額」に、合理的な調整を行って算定しています。 

  ③ 再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を6,287百万円下回っています。 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 (1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 普通株式   349,757,784株 
 
 (2) 剰余金の配当に関する事項 

  ① 配当金の支払額 

該当事項はありません。 

  ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 
 
 (3) 新株予約権に関する事項 

当連結会計年度末日における新株予約権の状況 
 

 
第４回新株予約権 

（平成20年６月13日発行）

第５回新株予約権 
（平成21年６月16日発行）

（注） 

第６回新株予約権 
（平成22年６月15日発行）

（注） 

新株予約権の残高 755個 1,120個 565個 

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 

目的となる株式の数 75,500株 112,000株 56,500株 

 
(注) ストック・オプションとしての第５回新株予約権及び第６回新株予約権の権利行使期間はそれぞれ平成23年６月

16日から平成27年６月15日、平成24年６月15日から平成28年６月14日までであり、権利行使期間の初日は当連結

会計年度末日現在到来していません。 
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５．金融商品に関する注記 
 (1) 金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については、原則として短期的な預金等に限定し、また、資金調達については

主に銀行借入により調達しています。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針です。 

  ② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、グローバルに事業を

展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則と

して外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約等を利用してリスクを軽減してい

ます。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、その一部には、

原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ外貨

建ての売掛金残高の範囲内にあります。 

短期借入金及び長期借入金は、事業資金の調達を目的としたものであり、このうち一部には、変動金利で

あるため金利の変動リスクに晒されているものがあります。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクを軽減することを目的とした先物

為替予約取引等、借入金の支払金利の変動リスクを軽減することを目的とした金利スワップ取引です。 

  ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   (イ)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社及び連結子会社では、営業債権について、各事業部門における管理部署が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っています。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融

機関とのみ取引を行っています。 

   (ロ)市場リスク（為替や金利等に係るリスク）の管理 

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

スクに対して、先物為替予約等を利用してリスクを軽減しています。輸出に係る予定取引により確実に発

生すると見込まれる外貨建営業債権に対する先物為替予約等も行っています。また、当社及び一部の連結

子会社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しています。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

当社のデリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた社内規程に基づき、財務部が取引を行

い、記帳及び契約先と残高照合等を行っています。先物為替予約等の取引実績は、上席執行役員以上の執

行役員、常勤監査役、財務部門責任者、ポジション管理を行う事業部門の責任者に対して、月に２回以上

報告しています。連結子会社についても、当社の社内規程に準じて、管理を行っています。 

   (ハ)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社及び各連結子会社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性を適度に維持するこ

となどにより、流動性リスクを管理しています。 
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  ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていません（(注２）参照)。 

（単位：百万円） 
 

 

 

連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1) 現金及び預金 205,362 205,362 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 183,711   

貸倒引当金 （＊１） △5,860   

 177,850 177,816 △34 

(3) 投資有価証券 16,469 16,469 ― 

(4) 長期貸付金 37,034   

貸倒引当金 （＊１） △1,419   

 35,615 40,233 4,618 

資産計 435,297 439,881 4,583 

(5) 支払手形及び買掛金 125,809 125,809 ― 

(6) 短期借入金 35,455 35,455 ― 

(7) １年内返済予定の長期借入金 57,576 57,576 ― 

(8) 長期借入金 229,410 233,762 4,351 

負債計 448,252 452,604 4,351 

デリバティブ取引 （＊２） 344 344 ― 

 
(＊１) 受取手形及び売掛金、長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。 

(＊２) デリバティブ取引によって生じた債権・債務は純額で表示しています。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(2) 受取手形及び売掛金 

これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを、国債の利回り等適切な指標による

利率で割り引いた現在価値を基に、信用リスク相当の貸倒引当金を控除することにより算定しています。 
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(3) 投資有価証券 

投資有価証券については、取引所の価格によっています。 

(4) 長期貸付金 

変動金利建ての長期貸付金については、短期間に市場金利を反映することから帳簿価額によっています。 

また、固定金利建ての長期貸付金については、回収期間ごとに国債の利回り等適切な指標による利率で割り引い

た現在価値を基に、信用リスク相当の貸倒引当金を控除することより算定しています。 

負債 

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 短期借入金、(7) １年内返済予定の長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額によっています。 

(8) 長期借入金 

変動金利建ての長期借入金については、短期間に市場金利を反映することから帳簿価額によっています。 

また、固定金利建ての長期借入金については、回収期間ごとに同様の借入を行った場合に想定される借入利子率

により割り引いた現在価値により時価を算出しています。 

デリバティブ取引 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
（単位：百万円） 

 

区分 連結貸借対照表計上額 

投資有価証券 非上場株式 18,847 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には

含めていません。 

 

（追加情報） 

当連結会計年度より、｢金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しています。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 785円61銭

 (2) １株当たり当期純利益 55円50銭
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個 別 注 記 表

  
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    子会社株式及び関連会社株式 

     移動平均法による原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しています｡） 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ 

    時価法 

  ③ たな卸資産 

    製品及び仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定していま

す｡） 

    商品、原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し

ています｡） 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 

  ③ リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法を採用しています。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 (3) 引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

売掛金、貸付金その他これらに準ずる債権を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
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  ② 賞与引当金 

使用人及び使用人兼務取締役に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

  ③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

  ④ 製品保証引当金 

販売済製品の保証期間中のアフターサービス費用、その他販売済製品の品質問題に対処する費用に充てるた

め計上しています。発生額を個別に見積ることができる費用については当該費用を、その他については保証

期間に基づいて売上高に経験率（アフターサービス費用／売上高）を乗じて計算した額を計上しています。 

  ⑤ 退職給付引当金 

使用人の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

います。 

過去勤務債務については、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しています。 

数理計算上の差異については、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により翌事業年度から費用処理しています。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、｢『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その３)｣（企業会計基準第19号 平成20年

７月31日）を適用しています。 

当該変更が当事業年度の損益に与える影響はありません。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規による必要額を計上しています。 

  ⑦ 製造物賠償責任引当金 

製造物賠償責任保険で補填されない損害賠償金の支払に備えるため、過去の実績を基礎に支払見積額を計上

しています。 

  ⑧ 二輪車リサイクル引当金 

二輪車のリサイクル費用に充てるため、販売実績に基づいてリサイクル費用見込額を計上しています。 

  ⑨ 投資損失引当金 

関係会社等への投資に係る損失に備えるため、その財政状態を勘案し、必要額を計上しています。 

 (4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

  ② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しています。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

「企業結合に関する会計基準」等の適用 

｢企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)､「連結財務諸表に関する会計基準」

(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)､「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第

23号 平成20年12月26日)､「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年12月26日)､「持分

法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しています。 
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３．表示方法の変更 

（損益計算書） 

(1) 前事業年度まで区分掲記していました営業外費用の「寄付金」(当事業年度は166百万円）は、営業外費用

の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示しています。 

(2) 前事業年度まで区分掲記していました営業外費用の「転進支援金」(当事業年度は11百万円）は、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示しています。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 308,579百万円

 (2) 担保資産 

関係会社株式 22百万円

関係会社株式の担保提供は、関係会社の金融機関借入金に対して差し入れたものです。 

 (3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 75,013百万円

長期金銭債権 1,449 

短期金銭債務 18,161 

長期金銭債務 1,052 
 
(4) 受取手形割引高 5,532百万円

 (5) 保証債務 

下記の会社の金融機関借入金に関して保証等を行っています。 

〔関係会社〕 

Yamaha Motor Corporation, U.S.A. 47,467百万円

Yamaha Motor Australia Pty Ltd. 9,016 

India Yamaha Motor Pvt. Ltd. 7,517 

あまがさき健康の森株式会社 293 

〔その他〕  

株式会社エンルムマリーナ室蘭 57 

株式会社マリーナ河芸 15 

合 計 64,367 

上記の金額には保証類似行為によるものが308百万円含まれています。 

 (6) 土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。 

① 再評価実施日     平成12年３月31日 

② 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算定した価額」に、合理的な調整を行って算定しています。 
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③ 再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を6,287百万円下回っています。 

 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売   上   高 344,783百万円

仕   入   高 121,735 

営業取引以外の収入 65,523 

営業取引以外の支出 122 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 623,211株 

 

７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

税務上の繰越欠損金 42,202百万円

有価証券評価損 26,807 

減価償却超過額 19,994 

退職給付引当金 10,410 

製品保証引当金 7,328 

製造物賠償責任引当金 3,557 

未払金・未払費用 2,286 

賞与引当金 1,657 

たな卸資産評価損 1,460 

その他 3,955 

繰延税金資産小計 119,660 

評価性引当額 △119,660 

繰延税金資産合計 0 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △  432百万円

圧縮記帳積立金 △  422 

その他 △   49 

繰延税金負債合計 △  904 

  

繰延税金負債の純額 △  904 
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記 

(1) 事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額 931百万円

(2) 事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 682百万円

(3) 事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 248百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しています。 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 
（単位：百万円） 

 

属性 会社等の名称 
議決権等の
所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

売上高 
(注１) 

67,672 売掛金 2,763
子会社 

Yamaha Motor  
Corporation,  
U.S.A. 

所有 
直接 

100.0％
当社製品の販売等

債務保証 
(注２) 

47,467 ― ―

売上高 
(注１) 

90,933 売掛金 2,625
子会社 

Yamaha Motor  
Europe N.V. 

所有 
直接 

100.0％
当社製品の販売等

資金の貸付
(注３) 

26,975 短期貸付金 26,975

子会社 
PT. Yamaha  
Indonesia Motor  
Manufacturing 

所有 
直接 

85.0％
当社製品の製造等

売上高 
(注１) 

21,765 売掛金 5,813

子会社 
Yamaha Motor  
Australia Pty  
Ltd. 

所有 
直接 

100.0％
当社製品の販売等

債務保証 
(注２) 

9,016 ― ―

債務保証 
(注２) 

7,517 ― ―

子会社 
India Yamaha  
Motor Pvt. Ltd. 

所有 
直接 

86.75％
間接 

0.43％

当社製品の製造等

増資の引受け
(注４) 

13,793 ― ―

 
(注１) 価格その他の取引条件は、各社と交渉の上で決定しています。 

(注２) 債務保証は、貸借対照表上に計上されていないため、科目及び期末残高を記載していません。 

(注３) Yamaha Motor Europe N.V.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

(注４) 当社がIndia Yamaha Motor Pvt. Ltd.の行った第三者割当増資を引き受けたものです。 

(注５) 取引金額及び海外子会社の売掛金には消費税等が含まれていません。国内子会社の売掛金には、消費税等が含ま

れています。 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 494円09銭

(2) １株当たり当期純利益 109円44銭

 

以 上 

 




